
まず、平成２７年９月の
厚労省「新たな福祉サービスの
システム等のあり方検討プロジェクトチーム
報告書」の相談支援部分及び
平成２８年７月の共生社会実現を見ておきましょう





「我が事・丸ごと」地域共生社会実現本部について（平成28年7月15日設
置）

地域共生社会の実現に向けた検討を加速化させるため、「他人事」になりがちな地域づくりを地域住民が
「我が事」として主体的に取り組む仕組みや市町村による地域づくりの取組の支援、「丸ごと」の総合相談支
援の体制整備、対象者ごとに整備された「縦割り」の公的福祉サービスを「丸ごと」へと転換していくための
サービスや専門人材の養成課程の改革等について、省内の縦割りを排して部局横断的に幅広く検討を行う「我
が事・丸ごと」地域共生社会実現本部を設置する。

本部長 ：厚生労働大臣 本部長代行：厚生労働副大臣

本部長代理：厚生労働大臣政務官 本部長補佐：厚生労働大臣補佐官、総合

政策参与

副本部長 ：厚生労働事務次官、厚生労働審議官、大臣官房長、大臣官房総括審議官（国会担当）

本部員 ：関係部局長

「我が事・丸ごと」地域共生社会実現本部

主な検討課題
住民主体の地域コミュニティづ
くり
主査
大臣官房審議官（社会・援護・
人道調査担当）

主な検討課題
公的福祉サービスや計画の総合
化・包括化
主査
大臣官房審議官（医療介護連携担
当）

趣旨

地域力強化WG 公的サービス改革WG 専門人材WG

体制図

主な検討課題
医療、福祉分野の専門人材の共通課
程の創設など
主査
大臣官房審議官（医療介護連携担
当）

平成29年の介護保険法の法改正、30年度・33年度の介護・障害福祉の報酬改定、さらには30年度に予定さ
れている生活困窮者自立支援制度の見直しに向けて、幅広く検討を行う。

検討スケジュール
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「多機関の協働による包括的支援体制構築事業」による支援対象者のイメージ

○ 「多機関の協働による包括的支援体制構築事業」においては、複合的かつ多様な課題を抱えているが故に必要
な支援につながっていない、次のようなケースを主たる支援対象として事業を展開する。
① 相談者本人が属する世帯の中に、課題を抱える者が複数人存在するケース
② 相談者本人のみが複数の課題を抱えているケース
③ 既存サービスの活用が困難な課題を抱えているケース
④ あるいはこれらが複合しているケース

【具体的な支援対象者のイメージ】

（要介護高齢者の親と、無職でひきこもり状態にある子どもが同居）

親のうつの治
療

親の介護

子どもの
就労支援

子どものひきこ
もり状態の解消

精神科病院

ハローワーク

地域包括支援セン
ター
居宅介護支援事業所
（介護支援専門員）

ひきこもり支
援センター

（医療・就労ニーズを抱えたがん患者と、障害児が同居）

子どもの教育

親のがん治療

子どもの障害に
対するケア

がんを抱える親
の就労支援

特別支援学校

相談支援事業所

がん診療連携拠点病院
（がん相談支援センター）
病院の医療ソーシャルワーカー

介護

（単独の機関で対応可能なニーズに留まる世帯）

⇒ この事業の対象とはならず、各機関で対応。

（障害者手帳を取得していないが、障害が疑われる人）

発達障害の疑
い

手帳取得の
可能性

障害福祉サービス
の利用の可能性

就労支援

居場所づく
り

ハローワーク

市町村
相談支援事業
所

?

発達障害者支
援センター

○ 包括的なアセスメントの実施
○ 相談内容の共有
○ 関係機関のネットワーク化
○ それぞれの役割分担の整理

○ 新たな社会資源の創出の働きかけ
○ 支援内容のモニタリング

地域包括支援セン
ター
居宅介護支援事業所
（介護支援専門員）

（相談支援包括化推進員）

（医療SW）
（相談支援専門員）

（ケアマネ）

相談支援包括化推進員は、世帯全体の課題
を受け止めるため、相談支援包括化推進会
議の開催等、多職種・多機関のネットワー

ク化を推進

※ 生活困窮に起因
するニーズがある場
合には、自立相談支
援機関を中心に対応。 7





地域における住民主体の課題解決・包括的な相談支援体制のイメージ

市
町
村

小
中
学
校
区

地域では解決できない課題

民生委員・児童委員

地域課題の把握 地域活動を行う人材の発掘、育成
→ 生涯現役社会の実現

地域活動を行う地区社協、福祉委員会等

ご近所、自治会

地域の社会資源
（ｲﾝﾌｫｰﾏﾙｻｰﾋﾞｽ等）

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ、PTA、老人ｸﾗﾌﾞ、子ども会、NPO
等

様々な課題を抱える住民
（生活困窮、障害、認知症等）

相互連携／生活支援コーディネーター、CSW等によ
るバックアップ（住民による地域活動の体制強化）

雇用

児童

障害

高齢

福祉のみならず、多機
関・多分野に渡る支援機
関のネットワーク構築。
支援内容の調整等

包括的・総合的な
相談支援体制の確立

Ａ地区

生活困窮

地域包括支援センター、社会福
祉協議会、地域に根差した活動
を行うNPOなどが中心となって、
小中学校区等の住民に身近な圏
域で、住民が主体的に地域課題
を把握して解決を試みる体制づく
りを支援し、2020年～2025年を目
途に全国展開を図る。その際、社
会福祉法人の地域における公益
的な活動との連携も図る。

共助の活動への多様な担い手
の参画と活動の活発化のために、
寄附文化の醸成に向けた取組を
推進する。

（平
成
28
年
6
月
２
日
閣
議
決
定
）

ニ
ッ
ポ
ン
一
億
総
活
躍
プ
ラ
ン 育児、介護、障害、貧困、さらに

は育児と介護に同時に直面する
家庭など、世帯全体の複合化・複
雑化した課題を受け止める、市町
村における総合的な相談支援体
制作りを進め、2020年～2025年
を目途に全国展開を図る。

相談支援包括化推進員※

※平成28年度モデル

事業（多機関の協働
による包括的支援体
制構築事業）で実施
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つづいて、平成２９年１～３月の
主管課長会議の資料等を見ておきましょう。



全国厚生労働関係部局長会
議資料

（2017年1月20日）



全国厚生労働関係部局長会
議資料

（2017年1月20日）


















